
経済産業省 第2回健康・医療新産業協議会 （令和3年6月9日）
津下一代（現 女子栄養大学）資料

健康・医療新産業創出に向けた「アクションプラン2021」について

３．予防・健康づくりへの投資促進

３－２ 地域における投資促進

②フレイルなどの高齢者等の心身の特性に応じた対応

厚労科研「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施推進に係る検証の

ための研究」より、概要・進捗チェックリスト・質問票のご紹介

３－３ 職域・地域連携による投資促進

厚労科研「地域特性に応じた地域・職域連携推進事業の効果的な展開のた

めの研究」より、概要・自治体ヒアリング等の結果のご紹介
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①後期高齢者の質問票の検証、②高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の事業検証
③高齢者の保健事業プログラムの進捗に向けた進捗チェックリストの開発、④保健事業対象者の抽出方法の検討、
⑤高齢者の保健事業の企画、実施、評価のサポートとなるようなKDB活用ツールの開発、を目的として 研究を行う。

研究代表者：津下 一代（女子栄養大学）
研究分担者：鈴木 隆雄（桜美林大学）、石崎達郎（東京都長寿医療センター研究所）、岡村智教（慶応義塾大学）、飯島勝矢（東京大学）、小嶋雅代（国立長寿医療研究センター）、

渡辺 裕（北海道大学）、田中和美（神奈川県立保健福祉大学）、樺山舞（大阪大学大学院）

３－２ フレイル対策 厚生労働科学（政策科学推進研究事業）：高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施推進に係る検証のための研究

高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施は、高齢者施策に関する分野横断的な
取り組みであり、KDB等を活用して高齢者の健康課題を把握、地域の資源を活用しながら事業を運営していくものである。
運営に当たっては、関係者と連携しながら事業計画を立て、運営・評価していくことが求められる。
高齢者の保健事業のプログラムの進捗を俯瞰して把握し、改善ポイントを発見したり、関係者との協力体制を円滑に進めたりできるよう
「進捗チェックリスト」を開発。

https://ktsushita.com/cn4/pg3498.html

厚生労働省
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後期高齢者の質問票

市町村における活用状況（令和2年度上半期）
出典：高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施

実施状況調査 （令和３年３月時点）（厚生労働省）

紙のまま保管

データ化はできているが未活用

データ化し
分析を行っている

過去分は保管していない

〇研究班では、健診、通いの場、医療機関等において後期高齢者の質問票を使用、
その有用性を検証している。

〇質問票情報の活用方法についても検討している
（→保健事業、医療・介護・健診のすべての情報がない人への対応等）

〇質問票、健診データ、医療レセプト、介護保険情報を組み合わせ、保健事業対象者の
抽出法を検討中（今年度作成、検証）

〇すでに8割以上の市町村で本質問票が活用されている。
データヘルス等への活用が期待される。（右の調査では、データ分析実施は13.6％）
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３－３ 関連 中小企業の健康経営と地域・職域連携推進協議会

とくに重点的に取り組みたい対象者像

（１）退職（予定）者：生活パターンの変化、保険者による保健サービスの変化などがあっても、地域での保健サービスを継続して受けることができる。

（２）被扶養者等（健保組合）：保険者からの保健サービスを利用しにくいと言われている被扶養者に対して、保険者が地域保健サービスを活用して

事業を展開する例

（３）小規模事業場（自営業者等も含む）等：小規模事業者に対し、産業保健に加えて地域保健サービスを提供できるようになり、これまで以上に

充実した支援を受けることができるようになる。地域保健サービスにアクセスしやすくなり、健康について不安が生じた時や健康の改善を図りたい時、

また退職後の健康に関する相談先としての認知度を高めることができる。 （協会けんぽ、地産保との連携）

厚労科研「地域特性に応じた地域・職域連携推進事業の効果的な展開のための研究」（代表 津下一代）地域・職域連携推進ガイドライン
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３－３ 関連 中小企業の健康経営と地域・職域連携推進の取り組み事例 （研究班ヒアリング事例）

高知県須崎福祉保健所取り組み事例
三重県四日市市

健康マイレージ、歩くを推進する事業、事業所向け講師
派遣（健康づくり事業、市が委託）、健康情報冊子など、
日常の事業として事業所を対象としている。

保健師・管理栄養士が事業所訪問、毎月のMLなど
こまめに接点を持っている。市民を対象とした事業を周知
する場として、職域ルートを活用している。

都道府県 二次医療圏 市区町村
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